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○ 最先端技術を活用して、入国審査待ち時間20分以内の目標を実現するなど、ストレスフリーで快
適な旅行環境を実現する。

【顔認証ゲート】 【税関検査場電子申告ゲート】 【自動搭乗ゲート】

出入国関連
機器等

導入効果 2019年3月末時点 設置予定
（2020年3月末時点）

顔認証ゲート ・パスポートと顔情報を照合すること
で、対面による本人確認が不要とな
る。

5空港
【成田,羽田,関西,中部,

福岡】

6空港
【＋新千歳】

税関検査場電
子申告ゲート

・機内で電子申告を行うことで、対面
による本人確認が不要となる。

1空港【成田】 6空港
【＋羽田,関西,中部,福岡,

新千歳】

One IDシステ
ム

・チェックイン時に顔情報を登録する
ことで、手荷物預け時や搭乗時の航
空券・パスポート提示が不要となる。

2空港
【成田,羽田】

当たり前の受入環境整備～①ストレスフリーで出入国できる空港の整備



○ これまで１４の主要観光地、約１００箇所において、地方自治体等を支援して観光案内所やまちな

かの看板等の設置を進めてきたが、中国語表記も進めるべく働きかけを強化。最終的に少なくとも１

００の主要観光地、約７００箇所において整備を行う。

○ 国立公園、文化財を含む４２地域において、約１５００箇所の英語解説文を作成し、環境省、文化

庁と連携して看板等の整備を進めており、英語解説文を元に中国語解説文を作成中。最終的に約１

５０地域、約８０００箇所で英語・中国語解説文を含む看板等を整備する。

当たり前の受入環境整備～②中国語を含めた多言語対応

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降

観光地

文化財・国立公園

少なくとも50程度の主要観光地の整備 2021年までに100の主要観光地を抜本的に改善

世界文化遺産８地
域、国立公園12公
園を含む42地域で
実施

世界文化遺産19地域、国立公園34公園を含む106地域の英語解説文を作成した上で、
翌年度までに看板等を整備

世界文化遺産19地域、国立公園34公園を中心
に最終的に約150地域で多言語解説を抜本的
に改善

観
光
地

文
化
財
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一括で検索・
予約・決済が可能

Mobility as a Service（MaaS）

オンデマンド型交通 シェアサイクル等

超小型モビリティ
地域鉄道

レンタカー・カーシェア旅客船

タクシー

当たり前の受入環境整備～③MaaS（全ての交通手段をシームレスに）

ラスト１マイルをつな
ぐ新たな交通手段

○ 新幹線はインターネットによる検索・予約・決済が進んでいるが、地方鉄道、バス、レンタカーは

まだまだ不十分。また、これらの利用には、それぞれの手続が必要。

○ 地方交通だけでは辿り着けない観光地へのラスト１マイルをつなぐ新たな交通手段を含めて一

括案内を行い、予約・決済もできるシステムを構築するのが「ＭａａＳ」（マース）。

既に今年度１９か所で実証実験を実施しており、来年度はこれらの本格運用を目指す。
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路線バス



当たり前の受入環境整備～④｢道の駅｣インバウンド対応拠点化

｢道の駅｣における受入環境整備

インバウンド対応の事例

○多言語での商品紹介可能なタブレット端末を導入

道の駅いとまん（沖縄）の売場

黒糖

設置前
（Ｈ30.4～9）

設置後
（H31.4～R1.9）

318個/3か月

776個/3か月

○「道の駅」に隣接した宿泊特化型のホテルを運営

2020年秋以降に、６府県15箇所、
約1,000室の規模でオープン予定

売上比 244%
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2025年までに、

 キャッシュレス対応 全国の道の駅1,160駅の80%以上で整備

 多言語対応 観光案内所のある道の駅約850駅の50％以上で整備

○ 全国1160箇所にある「道の駅」は、現在主に、トイレ休憩、飲食、日本人向けの道路・観光情報の

収集のために利用されているところ。

○ 訪日外国人旅行者のレンタカー利用が140万人となる中、 2025年までに全国の「道の駅」約1000

箇所でキャッシュレス環境※を実現するなど、インバウンド対応を進めることにより、地域の観光拠点

機能の充実と消費拡大を図る。 ※道路局や全国道の駅連絡会等と連携



外国人が楽しめる滞在型コンテンツ～①スノーリゾート

○ 世界のスキー人口１.３億人のうち欧米が７割以上、中国が１割程度。日本のパウダースノーは外

国人から高い評価を得ているが、多言語対応の遅れ、リフト・ゴンドラ等施設の老朽化、ナイトライフ

がない等スノーリゾートとしては課題が山積。

○ まずは、全国の10～15箇所でスノーリゾートを形成するため、上質なスキー場の整備、多言語対

応、長期滞在できる街中の環境整備を一体的に推進。

取組の方向性国際競争力の高いスノーリゾートの条件

マスタ ープラン
の策定

〔取組例〕

ゴンドラサウナやプールのある山上テラス

リフト・ゴンドラの再編

地元の「食」を味わう「かまくらレストラン」

ラグジュアリーな観光拠点施設多言語での案内看板

無料Wi-Fiの整備

○リフト・ゴンドラの再編、多言語化をはじ

めとしたゲレンデや街中の整備

○地域内外の投資を呼び込む環境づくり

国の支援や投融資

宿泊施設 自治体

交通機関 スキー場

観光地域
づくり法人

飲食店
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外国人が楽しめる滞在型コンテンツ～②夜間・早朝、城泊・寺泊など

○ 日本での訪日外国人旅行者の平均滞在日数は、欧米が14.0日、中国が9.7日。人数だけでなく、
消費額を伸ばすには、長期滞在できるコンテンツづくりが必要。

城泊・寺泊による歴史的資源の活用

三井寺（滋賀県大津市）
1泊1組30 万円～
（2018年開業）

大洲城（愛媛県大洲市）
１泊１組100万円予定
（2020年春開業予定）

地域の医療・観光資源の活用

医療資源と観光資源との組合せ

※令和元年度は国内５地域において実施中

夜間・早朝も楽しめる環境整備

例）別府地獄めぐり
湯気へのプロジェクションマッピング

例）新宿御苑
早朝開園の試行的実施（朝７：００～） 6

地域の眠れる観光資源を
夜間・早朝も活用

例）石見神楽
夜神楽公演

例）九州国立博物館
「夜の九博」



各地域で着地整備ができる体制の整備（観光地域づくり法人（DMO））

○ 海外の先進的な観光地では「ＤＭＯ」と呼ばれる民間ベースの事業体があり、「ＤＭＯ」が地域の

ホテル等から独自の財源を調達して、観光客の受入環境整備等を行っている。

○ これにならい、我が国でも地域の観光地づくりを担う新たな主体として、平成２７年度から「観光
地域づくり法人（ＤＭＯ）」を各地で自主的に設立し、観光庁に登録できる制度をスタート。

○ 各地のモデルとなりうる意欲の高い法人については、国による専門人材の登用支援、職員の
現地派遣、ベンチャーとのマッチング等により、着地整備の取組を強力にサポート。

優良事例① (一社)田辺市熊野ツーリズムビューロー

ガイド

お弁当

交通

宿

これらを
一括手配

優良事例② (一社)豊岡観光イノベーション

外国人旅行者が６年間で１３倍

・まちなかの受入環境整備 ・海外向け予約サイトの運営

・ウィンターコンテンツの開発

外国人旅行者が７年間で５０倍

荷物配送
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観光庁と各省が連携する仕組み

国立公園満喫プロジェクト（環境省） 農泊（農林水産省）重要伝統的建造物群保存地区（文化庁）

等17項目
・・・

全国市区町村別 観光関係施策リスト ※抜粋

○ インバウンドに関連する地域指定を各省が行う場合、観光庁に事前に情報を共有し、相談する

体制を今秋から構築。

○ 各地域の着地整備の状況、地域の関係者の連携状況を踏まえて、各省が行う地域指定を観光

庁がコーディネート。
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都道
府県
名

市区町
村名

市区町村
名

①旅行環
境まるご
と整備計
画認定地
域（R1）

②多言語
解説整備
支援事業
対象地域
（H30～R1）

③城泊
（地方創
生推進交
付金）（R1
～）

④DMO登
録地域
（地域連
携DMO、
地域DMO
）

⑤国立
公園関
係地域
（陸域の
み）

⑥国立公
園満喫プ
ロジェクト
選定8公
園関係地
域

⑦SAVOR 
JAPAN認
定地域
（H28～
H30)

⑧農山漁
村振興交
付金支援
地域（農
泊推進対
策）（H29
～R1）

⑨国立
博物館・
美術館

⑩日本博
採択関係
地域
（※市町
村が判別
できるも
ののみ）

⑪Living 
history促
進事業採
択地域
（※市町
村が判別
できるも
ののみ）

⑫世界
遺産関
係地域

⑬日本遺
産認定地
域（H27～
R1）

⑭重要伝
統的建造
物群保存
地区

⑮古民
家200地
域

⑯食かけ
るプロジェ
クト

⑰博物
館を核と
した文化
クラス
ター

合
計

北海道

北海道 札幌市 ｻｯﾎﾟﾛｼ ○ ○ 2

北海道 函館市 ﾊｺﾀﾞﾃｼ ○ ○ ○ ○ 4

北海道 小樽市 ｵﾀﾙｼ ○ 1

北海道 旭川市 ｱｻﾋｶﾜｼ ○ ○ ○ 3

北海道 室蘭市 ﾑﾛﾗﾝｼ ○ 1


